
1 

 

 

 

 

答 申 書 

 

 

第１ 審査会の結論 

「○○福祉事務所長（以下「処分庁」という。）が審査請求人に対して行っ

た生活保護変更決定処分（以下「本件処分」という。）に係る令和２年（２０

２０年）１０月２６日付け審査請求（以下「本件審査請求」という。）は棄却

されるべきである」とする審査庁の判断は、妥当である。 

 

第２ 審査関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人 

   処分庁は、令和２年（２０２０年）１０月１日を適用日とする生活保護

基準改定（以下「本件基準改定」という。）が行われることについて国から

通知を受けていながら、審査請求人に対し、不利益処分を行う場合の手続

として、行政手続法（平成５年法律第８８号）第１３条の手続を一切取っ

ていない。また、不利益を受ける当事者に一切の説明もなく減額処分をす

ることは、行政の不作為というべき他はない。さらに、処分庁は、幾重に

も行政不服審査を受けているが、未だに行政手続を軽んじる行為をしてお

り、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３０条に違反している。

よって、本件処分の取消しを求める。 

２ 審査庁 

   審理員意見書のとおり本件処分に違法又は不当な点はなく、本件審査請

求は棄却されるべきである。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

１ 結論 

諮問番号：令和３年度(2021 年度)諮問第３号 

答申番号：令和３年度(2021 年度)答申第３号 
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  本件処分に違法又は不当な点はなく、本件審査請求は棄却されるべきで

ある。 

２ 理由 

（１）本件処分に係る法令等の規定について 

   本件処分に係る生活保護の事務については、生活保護法（昭和２５年

法律第１４４号。以下「法」という。）、「生活保護法による保護の基準」

（昭和３８年厚生省告示第１５８号。以下「保護基準」という。）に基づ

いて行われている。 

（２）本件処分の適法性について 

   生活保護の実施に係る事務は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２条第９項第１号に規定される第一号法定受託事務として国に代わっ

て地方公共団体が処理することとされており、処分庁においても法令の

外、同法第２４５条の９に規定する法定受託事務を処理するに当たりよ

るべき基準（以下「処理基準」という。）に基づき処理しなければならな

いため、審査請求人の保護費算定にあたり、処分庁による恣意的な判断

が入る余地はなく、本件処分は適正に行われている 。 

   なお、審査請求人は、事前説明がなく行政手続法第１３条に違反して

いると主張しているが、法第２９条の２において、生活保護の実施に係

る事務は、行政手続法第１３条の適用除外とされている。 

   また、行政手続法第１４条において、不利益処分をする場合には同時

に理由を提示することとなってはいるが、事前説明については規定され

ていない。加えて、処分庁が審査請求人に対して平成３０年（２０１８

年）９月２８日に郵送したリーフレットにおいて、生活保護費は、平成

３０年（２０１８年）１０月、平成３１年（２０１９年）１０月、平成

３２年（２０２０年）１０月と段階的に見直しが行われること及びそれ

に伴う具体的な計算方法も記載してあり、事前説明が行われていないと

はいえない。 

   よって、本件処分は違法又は不当であるとはいえない。 
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第４ 調査審議の経過 

 令和３年（２０２１年） ９月 ８日 審査庁から諮問 

             １０月２２日 第１回審議 

             １１月２６日 第２回審議 

              

第５ 審査会の判断 

 １ 本件審査請求に係る審理手続 

   本件審査請求に係る審理手続は、適正に行われたものと認められる。 

 ２ 本件処分の適法性及び妥当性 

（１）本件処分の適法性について 

   本件処分における生活扶助基準額（以下「本件基準額」という。）の算

定は、生活扶助の項目の基準生活費について、本件基準改定後の保護基

準が定める年齢別、世帯構成別、所在地域別などの区分に正確に当ては

めた上で行われており、違算も認められないことから、本件処分は、法

の規定及び本件基準改定後の保護基準に従って適正に行われたものと認

められる。 

（２）行政手続法第１３条の手続について 

   審査請求人は、処分庁が、不利益処分を行う場合に必要となる行政手

続法第１３条の手続を一切取っておらず、本件処分が違法な行政手続の

下で行われた旨主張している。しかし、法第２９条の２によると、法第

１９条から第２９条の２までの規定による処分については、行政手続法

第３章（第１２条及び第１４条を除く。）の規定は適用しないこととされ

ていることから、法第２５条第２項の規定により行われた本件処分につ

いては行政手続法第１３条の規定の適用はない。したがって、審査請求

人の主張は理由がない。 

（３）処分理由の説明について 

   法第２５条第２項において準用する法第２４条第４項では、決定通知

書に理由を付さなければならないとされている。行政手続法第１４条第

１項本文では、「行政庁は、不利益処分をする場合には、その名あて人に
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対し、同時に、当該不利益処分の理由を示さなければならない。」とされ

ており、同条第３項では、「不利益処分を書面でするときは、（略）理由

は、書面により示さなければならない。」とされている。 

   これらの規定に基づく不利益処分の理由の提示の趣旨は、処分庁の「判

断の慎重と合理性を担保してその恣意を抑制するとともに、処分の理由

を名宛人に知らせて不服の申立てに便宜を与える」ことにあり、不利益

処分の理由の提示を欠く場合においては、処分自体の取消しを免れない

ものとされている（最高裁昭和３６年（オ）第８４号昭和３８年（１９

６３年）５月３１日第二小法廷判決、最高裁平成２１年（行ヒ）第９１

号平成２３年（２０１１年）６月７日第三小法廷判決参照）。 

   本件処分は、処分庁が、本件基準改定に伴って、裁量の余地なく保護

基準どおりの処分を行ったものであり、処分庁による恣意的な判断が介

入するおそれはなかったものである。さらに、令和２年（２０２０年）

８月２７日には、改定された保護基準の内容が告示により明らかにされ

ており、本件処分の通知書に記載された理由と照らし合わせることによ

り、本件基準改定により保護費が減額されることが判明することから、

本件処分が被保護者による不服申立ての便宜を損なうものであったとま

でいうことはできない。 

   なお、審査請求人は、本件処分を行うにつき事前の説明がなかったこ

と及び本件基準額の算定について処分庁から十分な説明がなかったこと

について不服を述べている。しかし、処分庁が審査請求人に対し平成３

０年（２０１８年）９月に郵送したリーフレットにおいて、生活保護費

の見直しが３年間をかけて段階的に行われることや、その具体的な計算

方法が記載されている。また、処分後のことであるが、審査請求人から

の求めに応じ、処分庁は本件処分における生活扶助基準額の算定に係る

資料を提供している。その内容を見ると、計算式についての説明に当初

は一部誤りがあったようであるが、処分庁が審査請求人に対し、正しい

算定の根拠を具体的に示していることが認められる。 

   以上によると、処分庁が行った処分理由の説明に違法又は不当な点が
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あったとは認められない。 

（４）地方公務員法第３０条違反について 

   審査請求人は、処分庁が幾重にも行政不服審査を受けているが、未だ

に行政手続を軽んじる行為をしており、地方公務員法第３０条に違反し

ている旨主張している。しかし、前述のとおり、本件処分は、法の規定

及び本件基準改定後の保護基準に従って適正に行われたものと認められ、

処分庁が行った処分の理由の説明に違法又は不当な点があったとは認め

られないから、審査請求人の主張には理由がない。 

   また、審査請求人は、反論書において、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大によって社会情勢が変化しているにもかかわらず、処分庁がコ

ロナ対策費の加算を進言するなど、社会保障審議会生活保護基準部会報

告書にいう「必要な措置を講じること」なく本件基準改定を容認し、本

件処分を行ったことは処分庁の服務怠慢であり、地方公務員法第３０条

に抵触している旨主張している。しかし、法第２５条第２項の規定によ

る本件処分に係る事務は、法第８４条の５及び別表第３において地方自

治法第２条第９項第１号に規定される第一号法定受託事務として国に代

わって地方公共団体が処理することとされており、処分庁が当該事務を

行うに当たっては、同条第１６項及び同法第２４５条の９第３項の規定

により法令や処理基準によって処理しなければならない。したがって、

処分庁において審査請求人がいうような措置を講じなかったことが違法

であるとはいえない。 

   よって、審査請求人の主張は理由がない。 

 

３ 結論 

以上により、本件処分に違法又は不当な点は認められないから、本件審査

請求は棄却されるべきであるとする審査庁の判断は、妥当である。 

 

 

熊本県行政不服審査会 第１部会 
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委 員  出 田 孝 一   

委 員  倉 田 賀 世   

 委 員  不 動 洋 子   


